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まつやま未来コネクト 組織規約 

 

（名称） 

第１条 組織は，「まつやま未来コネクト」（以下「組織」という。）と称する。 

（組織の目的） 

第２条 組織は，産学官で第７次松山市総合計画の「将来都市像」を共有しながら，地方

が抱えている様々な課題の解決に一丸となって取り組むことで，新たな価値を創出し，

持続可能な地域を実現することを目的とする。 

（組織の活動） 

第３条 組織は，前条の目的を達成するため，次に掲げる事項の活動を行う。 

(1) 市が松山市総合計画の進捗状況を総合的に検証するため，計画の進捗評価に対し

て意見を述べること。 

(2) 地域課題の解決に向けた取組に関すること。 

(3) 人口減少対策の推進に関すること。 

(4) ＳＤＧｓの推進に関すること。 

(5) その他，組織の目的を達成するための必要な事項に関すること。 

（組織の会員） 

第４条 組織は，第２条の目的に賛同する行政，大学，民間事業者，ＮＰＯ等の事業者や

団体を会員として組織する。 

２ 組織への加入を希望する者は，入会申込書を第２９条に規定する事務局（以下「事務

局」という。）に提出し，あらかじめ届け出なければならない。 

３ 事務局は，前項の届出があったときは，内容を確認し登録するものとする。 

４ 会員は，申込内容に変更を生じたときは，変更届を直ちに事務局に提出しなければな

らない。 

５ 会員は，組織からの退会を希望するときは，退会届を事務局に提出しなければならな

い。 

６ 会長は，会員が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは，当該会員を除名する

ことができる。 

(1) この規約に違反し，又は組織の信用を著しく害したとき。 
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(2) 会員が解散し，又は営業を停止したとき。 

(3) 第３０条又は第３１条の規定に違反していることが判明したとき。 

(4) その他組織の運営に当たって重大な支障が生じると認められたとき。 

（組織の会長等） 

第５条 組織に会長１名，副会長１名及び監事１名を置く。 

２ 会長は，役員会において会員の中から選出する。 

３ 副会長及び監事は，会員の中から会長が指名する。 

４ 会長，副会長及び監事の任期は，２年とする。ただし，再任を妨げない。 

５ 会長は，組織を代表し，会務を総理する。 

６ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるとき，又は会長が欠けたときは，その職務

を代理する。 

７ 監事は，組織の財産及び会計並びに業務執行の状況を監査し，監査の結果を役員会に

おいて報告する。 

８ 会長は，第４項の任期の途中で副会長，又は監事に欠員が生じたときは，これを補充

することができる。 

９ 前項の規定により補充された副会長，又は監事の任期は，前任者の残任期間とする。 

（役員会の設置） 

第６条 組織の活動を統括するため，組織に役員会を設ける。 

（役員会の構成） 

第７条 役員会は，会長，副会長及び運営幹事（以下「役員」という。）で構成する。 

（役員会の活動） 

第８条 役員会は，次に掲げる事項について協議する。 

 (1) 規約の変更に関すること。 

(2) 組織の解散に関すること。 

(3) 松山市総合計画の進捗評価に対して意見を述べること。 

(4) その他組織の重要事項に関すること。 

（役員会の会議） 

第９条 役員会の会議は，必要に応じて会長が役員を招集し，その議長となる。 

２ 役員会の会議は，役員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 
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３ 会議の議事は，出席した役員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決す

るところによる。 

４ 議長が必要と認める場合は，役員は，ＷＥＢ会議システムを利用して会議に出席する

ことができる。 

（書面による役員会の議決） 

第１０条 前条第１項の議長は，各役員に対し，書面による役員会の表決を求めることが

できる。 

（役員会の専決処分） 

第１１条 会長は，役員会を招集する時間的余裕がないときは，役員会の議決すべき事項

を専決処分することができる。 

２ 会長は，前項の規定により専決処分したときは，これを次の役員会において報告しな

ければならない。 

（運営幹事会の設置） 

第１２条 組織の活動を機動的に行うため，組織に運営幹事会を設ける。 

（運営幹事会の組織） 

第１３条 運営幹事会は，会員の中から，会長が指名した者を運営幹事として組織する。 

２ 運営幹事の任期は、指名した会長の任期と同様とし、再任を妨げない。 

３ 会長は，前項の任期の途中で運営幹事に欠員が生じたときは，これを補充することが

できる。 

４ 前項の規定により補充された運営幹事の任期は，前任者の残任期間とする。 

（運営幹事会の幹事長及び副幹事長） 

第１４条 運営幹事会に幹事長１人及び副幹事長２人を置く。 

２ 幹事長は，運営幹事の互選により選出する。 

３ 副幹事長は，運営幹事の中から幹事長が任命する。 

４ 幹事長は，運営幹事会を代表し，会務を総理する。 

５ 副幹事長は，幹事長を補佐し，幹事長に事故あるとき，又は幹事長が欠けたときは，

その職務を代理する。 

（運営幹事会の活動） 

第１５条 運営幹事会は，次に掲げる事項について協議する。 
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(1) 事業計画及び事業報告の決定に関すること。 

(2) 予算及び決算の決定に関すること。 

(3) 第３条第２号に規定する地域課題の解決に向けた取組の実施等に関すること。 

(4) アドバイザーの任命に関すること。 

(5) その他幹事長が必要と認めた事項に関すること。 

（運営幹事会の会議） 

第１６条 運営幹事会の会議は，必要に応じて幹事長が招集し，その議長となる。 

２ 運営幹事会の会議は，運営幹事の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 運営幹事会は，必要があると認めるときは，運営幹事以外の関係者の出席を求め，そ

の意見又は説明を聴くことができる。 

４ 会議の議事は，出席した運営幹事の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の

決するところによる。 

５ 議長が必要と認める場合は，運営幹事は，ＷＥＢ会議システムを利用して会議に出席

することができる。 

（書面による運営幹事会の議決） 

第１７条 前条第１項の議長は，各運営幹事に対し，書面による運営幹事会の表決を求め

ることができる。 

（運営幹事会の報告） 

第１８条 幹事長は，運営幹事会の協議の経過及び結果について，役員会で報告しなけれ

ばならない。 

２ 会長は，必要があると認めるときは，幹事長に協議の経過について報告を求めること

ができる。 

（運営幹事会の専決処分） 

第１９条 幹事長は，運営幹事会を招集する時間的余裕がないときは，運営幹事会の議決

すべき事項を専決処分することができる。 

２ 幹事長は，前項の規定により専決処分したときは，これを次の運営幹事会において報

告しなければならない。 

（評価委員会の設置） 

第２０条 松山市総合計画の進捗評価に対して意見を述べるため，組織に評価委員会を設
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ける。 

（評価委員会の組織） 

第２１条 評価委員会は，会長が指名した会員によって構成する。 

２ 評価委員会は，前項の会員から推薦された者を委員として組織する。 

３ 委員の任期は，指名した会長の任期と同様とし，再任を妨げない。 

（評価委員会の委員長及び副委員長） 

第２２条 評価委員会に委員長１人及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長は，委員の互選により選出する。 

３ 副委員長は，委員の中から委員長が任命する。 

４ 委員長は，評価委員会を代表し，会務を総理する。 

５ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故あるとき，又は委員長が欠けたときは，

その職務を代理する。 

（評価委員会の会議） 

第２３条 評価委員会の会議は，必要に応じて委員長が招集し，その議長となる。 

２ 評価委員会の会議は，委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 評価委員会は，必要があると認めるときは，委員以外の関係者の出席を求め，その意

見又は説明を聴くことができる。 

４ 会議の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決す

るところによる。 

５ 議長が必要と認める場合は，委員は，ＷＥＢ会議システムを利用して会議に出席する

ことができる。 

（委員の代理） 

第２４条 委員長は，委員がやむを得ない事情により評価委員会に出席することができな

いときは，その代理の者（以下「代理者」という。）を出席させることができる。 

２ 代理者は，委員と同一の会員団体に属する者で，当該委員が指名するものとする。 

３ 代理者が評価委員会に出席した場合は，当該代理者を委員とみなす。 

（書面による評価委員会の議決） 

第２５条 第２３条第１項の議長は，各委員に対し，書面による評価委員会の表決を求め

ることができる。 



6 

 

（評価委員会の報告等） 

第２６条 委員長は，評価委員会の協議の経過及び結果について，役員会に報告しなけれ

ばならない。 

２ 会長は，必要があると認めるときは，委員長に協議の経過について報告を求めること

ができる。 

（分科会の設置） 

第２７条 会員は，地域課題の解決に向けて活動するため，会員の一部等により組織され

た分科会を設置することができる。 

（アドバイザーの任命） 

第２８条 組織は，組織活動に関する意見を聴くため，運営幹事会が必要と認めたときに，

アドバイザーを任命することができる。 

（事務局） 

第２９条 組織，役員会，運営幹事会及び評価委員会の事務を処理するため，事務局を松

山市に置く。 

（秘密保持義務） 

第３０条 会員及びアドバイザーは，組織の活動を通じて知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。退会した後も，同様とする。 

（暴力団員等の排除） 

第３１条 会員は，次のいずれかに該当する者であってはならない。 

(1) 宗教活動又は政治活動を主たる目的としている者 

(2) 松山市暴力団排除条例（平成２２年条例第３２号）第２条第３号に規定する暴力団

員等（以下「暴力団員等」という。）である者又はその役員，構成員のうちに暴力団

員等のある者 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団，暴力団員等又は松山市暴力団排除条例第９条第１項に規定

する暴力団関係事業者と取引関係のある者 

（その他） 

第３２条 この規約に定めるもののほか，組織の運営等に関し必要な事項は，会長が定め

る。 
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付 則 

（施行期日） 

１ この規約は，令和７年４月１日から施行する。 

（組織設立当初の特例） 

２ 組織設立当初の会員は，第４条第２項の規定にかかわらず，設立時の全体会で定める

ところによる。 

３ 組織設立当初の会長の選任については， 第５条第２項中「役員会において会員の中

から」とあるのは，「設立時の全体会において会員の互選により」と読み替えるものと

する。 

４ 設立時の全体会は，事務局が招集し，議事を進行する。 

５ 設立時の全体会で議決事項がある場合は，出席した会員の過半数をもって決し,可否

同数の時は，会長の決するところによる。 

６ 設立時の全体会で会長が決定するまでの間，組織の運営のために必要な活動は，規約

の規定にかかわらず，事務局専決により実施することができる。 

７ 松山市ＳＤＧｓ推進協議会規約第２４条に基づき設置された分科会は， 同協議会の

廃止後に同協議会の活動を引き継ぐ本組織における設立時の全体会の開催までの間，

活動を継続することができる。 


